
「一時金カット」に対する訴訟準備会・検討会

2006.10.30.　佐藤　敬二

はじめに

　教職員組合における検討経過

法務対策研究会としては３回（2005.11.30／2005.12.26／2006.2.13）

組合執行委員会「一時金カットの法的対応準備に関する報告会」（2006.3.1）

→4月から私自身が内留に入ったことから、それ以降の動きは不知

　組合執行委員会報告の目的

1)基本的な法的諸点の提示（e.g.労働基準法の関連条文、立命館大学の状況）

　　2)理事会側（弁護士）の法的正当化論への批判

　　　　なお、組合の諸文書中の発言や投稿に見られる誤解についても訂正しておくことが必要

　今回報告の相違点

　　1)本論点についての初めての裁判例（労働者の勝訴・後で報告）

　　　　組合報告会では直接関連する判決はないと報告（その段階では公刊されていなかったため）

　　　　→そのものずばりの判決

　　　　　　論理は組合報告会での私の報告通り（従来の賞与額が労働契約内容になっている）

　　　　　　ただし、大学理事会が上告し、最高裁判決は予断を許さない（判例評釈は批判的）

　　2)従来の裁判例につき若干の検討（他テーマの研究依頼のため、論文作成はできていない）

　　　　組合報告会では判例理論の一人歩きと報告

→間接的に関連する判決の検討

→従来の判例理論を前提としても主張できるのではないか、

　あるいは、そのような理論構成が必要ではないか

１．事実関係の確認

　1)今次「一時金カット」の経過とカットの理由

　　　経営危機ではなく、その見通しでもなく、手当増額の原資でもなく、賃金体系の変更でもなく、

　　　今後の財務構造改善のため

　　→１ヶ月カットの賞与支給

　2)法的正当化論

立命館大学の就業規則の規定上、理事会は一時金支給の義務は負っている

しかし、具体的金額（算定基準）についてはその都度の合意によって理事長が決定する形式となっている。つまり、具体的金額や算定基準は就業規則上は規定されていない。

したがって、合意がなければ、理事長の判断で金額を決定できる

　3)理由付けを明確にさせる課題は残っている

→e.g. 従来の賞与支給の経緯、賞与支給義務についての見解

就業規則規定の理由（他の類型との違いの理由）

削減理由（→財政が理由か否か）

２．法的検討の前提たる諸事項の確認

　＊組合の諸文書中の発言や投稿、理事会発言に見られる誤解を解くために

　＊外部弁護士の認識の誤りを解く前提でもある

1)労働基準法と賃金

1.「賃金」の定義

労働基準法11条

　この法律で賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、労働の対償とし

て使用者が労働者に支払うすべてのものをいう

2.「賃金」であることの法的効果

　　労働基準法24条

　　　通貨払い、直接払い、全額払い、定期払いの原則

　　賃金の引き下げの裁判例

　　　高度の合理性が必要

　　　就業規則に引き下げが規定されていても、合理性の範囲内

　　　成果主義賃金体系で降給が定められていても、合理性と公正性が必要

→つまり、「賃金」であれば、カットには高度の必要性が求められる

3.「賃金」か否かの判断基準＝「労働の対償」

＊誤解その1

労基法11条に賞与も賃金であると書いてあるので、賃金である

←「労働の対償」であれば「賃金」。

→「労働の対償」の判断基準＝制度化されているか否か（厚生労働省）

　　　制度化とは、就業規則、労働協約、労働契約上の制度となっているか否か

「労働協約、就業規則、労働契約等によって予め支給条件の明確なもの」が賃金（労働省次官

通達　昭22.9.13発基17号）

　　臨時に支給される者とみなされるものであっても、その支給が前例もしくは慣習として労働

者に期待され、または労働契約の内容となることによって、使用者に支払義務が生じているよ

うな場合には、賃金として労働基準法の保護を受ける（昭22.12.9.発基452）

＊誤解その2

ボーナスは賃金の後払い、である

←「後払賃金論」は、ボーナスの社会的機能の一つの説明であって、法的性格論とは無関係

　法的性格論は、あくまで、「労働の対償」の該当性

4.「賃金」だとして、カットすべきでない対象の金額は何か


←下記のような就業規則があるので、ボーナスは制度化されており、「賃金」である。

　問題は、ボーナスが賃金か恩恵かではなく、金額の特定である。

賞与は金額が確定していない点に特徴があり、確定していれば本俸（cf.旧労働省解釈）

2)立命館大学の現状

1.就業規則の規定

立命館職員就業規則（昭和23年10月4日　規程第6号）

　　第２９条　職員に対する諸給与の決定、計算、支払の時期および方法ならびに昇給に関する事項については、別に定めるところによる。

立命館職員給与規程（昭和26年11月9日　規程第28号）　

　　第３条　給与とは、本俸、勤続手当、扶養手当、勤務手当その他の手当および賞与をいう。

　　第２９条　職員に対しては、賞与および臨時手当を、予算の範囲内で、理事長が定める要領により支給することができる。

2.労働協約

少なくとも、1988年以来17年間にわたって、6.1か月＋10万円

←それまでの経過

　その後、春闘回答書の中で、カットを志向しつつも維持、との文言が続いており、理事会も規範意識を有しているともいえる

３．福岡双葉学園事件判決（福岡高等裁判所・平成17年8月2日判決・判例時報1922号163頁）

1)事実関係

　　給与規定で、賞与はその都度理事会が定める、となっている

　　実際には、人事院勧告準拠で支払われてきた

　　人事院が減額勧告を行ったため、理事会も賞与の減額を決定した

　　第一審は、理事会決定により具体的請求権が発生し、それは全額支払われているとして請求棄却

2)判決

　　毎年の賞与額が労働契約の要素となっている

　　労働者の合意がない限り、一方的に不利益変更はできない

　　人事院勧告準拠は、一方的不利益変更の合理的理由とはならない

3)判例評釈

　＜藤内和公・民商法雑誌134巻3号166頁以下＞

「この解釈には直ちには従いがたい。本件では１２月期の本件手当につき、給与規程の定めにより労働者に抽象的な請求権が発生する。しかし、支給金額の決定方法につき規程が「その都度理事会が定める金額を支給する」と定め、ほかには関連する定めがないもとでは、その文言を無視できない。そのような規程のもとでは、期末手当が労働契約にとって重要な内容をなすとはいえ、その都度、金額につき労働契約の内容になるとまではいいがたい。１１月理事会が１２月期末手当額を決定するとき、それは「本年度の１２月期支給分に関して」であり、支給金額が労働契約のなかで次年度以降の１２月期末手当額になるとはいえまい。この点、判決のように、「賞与の支給額が労働契約の重要な内容である」ことから、一旦１２月期末手当が支給された場合にはその金額が労働契約の内容になるとすることには、論理的な飛躍があると思われる」

←従来の裁判例を前提とした法律家の典型的な反応であるかもしれない

　しかし、仮に従来の裁判例を前提としたとしても

　　本件は、昭和51年以来人事院勧告準拠であって、理事会が裁量権を行使していなかった例

　また、判決によれば、私立学校は経済状況に左右されにくい、教職員の業績にも大きな較差はないことから、同一条件での支給継続が労働条件となっている。

　　←ただし、判決の論理は甘いところが多い

４．「具体的金額（算定基準）はその都度の合意によって決定する」論への反論


［参考］

1.就業規則の規定

立命館職員就業規則（昭和23年10月4日　規程第6号）

　　　第２９条　職員に対する諸給与の決定、計算、支払の時期および方法ならびに昇給に関

する事項については、別に定めるところによる。

立命館職員給与規程（昭和26年11月9日　規程第28号）　

　　　第３条　給与とは、本俸、勤続手当、扶養手当、勤務手当その他の手当および賞与をいう。

　　　第２９条　職員に対しては、賞与および臨時手当を、予算の範囲内で、理事長が定める

要領により支給することができる。

なお、

外国語常勤講師就業規則（1995年６月9日　規定第325号）

　　　第８条　２項　賞与として、６月と１２月にそれぞれ月額給与の３か月分を支給する

外国語嘱託講師の就業および給与に関する規定（2001年11月30日　規程第494号）

　　　第５条　別表のとおり、月例給与および賞与ならびに交通手当を支給する

　　　別表：月例給与の２か月分を支給する。内訳は、夏１か月、冬１か月とし、専任教職員

の賞与支給日に支給する

数学嘱託講師の就業および給与に関する規程（2003年10月22日　規程第564号）

　　　第５条　（同上）

教職教育担当および教職支援担当嘱託講師の就業および給与に関する規程（2003年11月

26日　規程第570号）

　　　第５条　（同上）

有期任用教育担当教員の就業および給与に関する規程（2003年10月29日）

　　　第５条　（同上）

　　　別表：専任教職員の支給基準に準じて支給する

2.労働協約

1988年以来17年間にわたって、6.1か月＋10万円

1)実は、就業規則上の規定が存在する

立命館職員給与規程第２９条では「要領」と規定されている。つまり、賞与は理事長がその都度決めるのではなく、理事長が定める「要領」により支給されるのである。

［参考］：「要領」とは「規程」（理事会決定）、少なくとも「内規」（常任理事会決定）の意味

「学校法人立命館育児・介護休業規程」（平成11年10月06日　規程第433号）附則

「この規程の施行に伴い、「学校法人立命館育児・看護休業実施要領」（1985年9月13日常任理事会）は廃止する」

　「立命館大学学術研究助成規程」（平成03年12月13日　規程第211号）附則

　　　「この規程の施行に伴い、「立命館大学個別研究助成要綱」「立命館大学出版助成実施要領」「国際共同研究実施要項」「学部等研究振興費要項」は廃止する」

つまり、「要領」とは、就業規則に根拠をもち就業規則と一体のものと考えられる別規定を指している。「規程」ないし「規則」との相違は、これらが理事会決定によるものに対して、「要領」は常任理事決定による、点の区別であろうと推測できる。つまり、「理事長が定める要領」の意味は、要領の制定を理事長に委任した、との趣旨であって、理事長が任意に支払える、の意味ではない。理事会は、給与規程の規定を恣意的に解釈、あるいは規程を無視した主張を行っている。

→仮に、「要領」が定められていないならば、それは就業規則違反であり、委任を受けている理事長の責任。

　→「要領」を定める代わりに、協約で代替していた、と理解すると、協約内容が就業規則内容

2)事実上（あるいは慣行上）、存在する　

2000年前後の規程は就業規則内で支給基準も記載している

　非専任職員のみ明記すると区別することの合理性はない

　→仮に、ないとすると、労働条件明示義務違反

　１７年間の継続、春闘回答書での明記、等

　←「慣行論」の検討が必要

　→「慣行」とは、事実の反復継続と構成員による規範意識、の二要素が必要

　　　反復継続：１７年間

　　　規範意識（とりわけ理事会側の）：春闘回答書で、遵守の認識

3)労働契約上の権利

　合意、労働協約が契約内容に

4)主張自体が不当　→　次項

就業規則で明示されているか否かの議論は、

　　額の確定のためでの議論ではなく、制度化されていて権利であるか否かの議論である

　　←本俸も就業規則で金額が明示されているわけではないのだから

　　→権利性は、就業規則以外の要素、たとえば労働協約も含めて、判断される

　　→（抽象的）権利性が確定すると、具体的金額は不明確であるが、それは賃金と同様

　　→賃金が一方的削減できないのと同様に、賞与も一方的削減はできない、と主張できる？

賞与は不確定要素があって当然（cf.発基）。金額が確定しているとこれは賃金

＜片岡＞法学論叢116-1~6(年)1頁以下

　「賞与・一時金の社会経済的性格を離れて、支給条件の明確化の観点のみを重視する場合には、賞与・一時金の「対償性」が就業規則等の規定によって左右される結果となり、規定のしか

たいかんによっては、かえってそれらの支給をめぐり任意的・恩恵的性格の増幅をもたらす

ことにもなりかねない」「相当期間にわたる慣行的事実として賞与・一時金の支給がなされ、

それに基づいて当事者間の労働契約内容が確定されうる場合には、労働者は、慣行的に確定

しうる内容の賞与・一時金の請求権を有するものといわねばならない」

＜水野＞労判223(1975年)4頁

　契約上の支給義務の存在を労働の対価性の認定メルクマールとして重視することは、使用者

の恣意の余地を残す。保護法の賃金条項を回避する危険性。客観的な相関関係から判断すべき。

　戦後の一時金闘争の中で使用者の裁量の余地は限定。賃金の支払い形態として定着。毎月の

賃金も変動し質的差異はない。賞与請求権成立根拠は賞与支給慣行。独のように３年でよい

５．賞与減額についての裁判例の検討

＊「判例理論」なるものの一人歩き　←　外部弁護士の弱点

＊典型的な裁判例は存在しないのではないか

＊逆に、減額に合理的な理由を求める裁判例が見られる　cf.日本経済新聞の記事

1)「判例理論」なるもの

　賞与支給が制度化されていることによって、抽象的権利が発生

就業規則・労働協約等によって支給条件が明確化されることによって具体的請求権発生

2)「判例理論」を説明する際に挙げられる裁判例

①ヤマト科学事件　東京地判・昭58.4.20.　労判407

「賞与は、就業規則等の規定により支給条件が明確に定められ、労務を提供すればその対価として具体的な請求権が発生する賃金とは性格を異にする」具体的な協定により具体的請求権。

←しかし、支給日在職要件が論点となった事例

懲戒解雇者に一時金を支給する旨の取り扱いはされていなかった事例

　　　　　したがって、懲戒解雇者以外の在職者に対する賞与額は確定していた事例

②ニプロ医工事件　東京高判・昭59.9.28.労判437-25　→『労働法全書』の引用判例

　「協定がなされない限り、賞与等の具体的請求権は発生せず、その協定に懲戒解雇者に対する支給について定められていない場合には、懲戒解雇者に賞与等を支給しなくともよい」

←しかし、懲戒解雇者への適用の可否が問題となった事例（同上）

③浦添交通事件　那覇地判・昭62.3.27.　労判497-101

　協会案により賞与支給されたいたが、協会案が配布されなかったなで、協会案に基づく賞与の支給が労働慣行として請求したが、支給金額・算定方法を具体的に示していない、明示的な合意は成立していない、７年間であっても協会案に基づく支給の労働慣行は成立していない

←しかし、ここでの賞与とは、甲種・乙種の二重賃金体系の格差補填のためのもの。

④清風会光が丘病院事件　山形地酒田支部決定・昭63.6.27.労旬1217

　賞与は年２回との就業規則のみ、支給率は団交で合意した率。交渉が妥結しないため支払わず

　非組合員には支給。具体的定めなく交渉で合意が成立していない、特段の事情もない、実質的合意は成立しない

⑤小暮釦製作所事件　東京地判・平6.11.15.　労判666-32

就業規則や労働協約に支給額や算定基準の定めがなく、労使協議で決定されていたことから、「賞与額は、対象期間中の企業の実績や労働者の能率等により支給の有無及び額が変動することが予定されているのであって、前年度実績による賞与請求権が具体化しているとは介するのは当事者の合理的意思に反する」　

←しかし、「合理的意思」解釈の問題としている

⑥松原交通事件　大阪地判　平9.5.19.　労働判例725-72

「慣行によってではなく、その時々の労使の交渉によって決定されていたこと支給の有無及び額が変動することが予定されていること」から、「前年度実績を下回らない額の賞与が支給されていたからといって、　具体的な賞与請求権を基礎づける労働慣行の存在を認めることはできない」

←しかし、労働協約の適用対象外である非組合員が問題となった事例

＊いずれも、上の典型的な「判例理論」を明示したものではない。

3)労使慣行を認めた裁判例

①東亜石油事件　横浜地川崎支部決定・昭51.7.25.　労旬912

昭和45年以降、第二組合とまず交渉・妥結して第一組合にも及ぼす、慣行が成立

　第二組合とのと間での支給基準・方法は確定しているので、第一組合にも支給

②パン・アメリカン航空事件　千葉地佐倉支判・昭56.3.23.　労判363-49

　労使交渉が妥結に至っていなくても、前提条件以外は合意しているので、労使合意と同視しうる状況がある場合には、「特段の事情」として一時金請求権を肯定。欠勤控除規定は、会社にとって合理的なものであっても、これまで控除されてこなかったことに黙示の合意があり、それに反するものであるから、原告らの同意がない限り、右規定を一方的に適用することは許されない。
③日本ブリタニカ事件　東京地決・昭57.12.16.　労判399-32

　労使協定が不成立、組合員が一時金は前年度実績によるとの労使間協定の存在を根拠に、前年度実績なみ一時金の支払いを求めた事例。一時金を賃金として支給する義務、もっとも月数は交渉により決定なので具体的請求権ない。「賃金実績の確約」文書により、前年同期の実績が確保される。使用者は下回っていた実績もあるので努力目標と主張するが、それは組合の判断である。

④ノース・ウエスト航空事件　千葉地決・平14.11.19.労判841-15

就業規則の一時金規定はないが、３０年間にわたって協約を締結後に支給、金額は年間7か月。

2002年度に、会社が前提条件を提示し組合は拒否、賞与のみ妥結の通告。不支給

→賞与請求権は、労働協約又は就業規則等の合意に基づくことが原則であるが、「賞与請求権については、会社が申し入れた前提条件を組合が承諾しない限り合意が成立せず、その発生が一切認められないと解するべきものではなく、従前から支給されていた経緯、支給金額、他の従業員に対する支給状況、会社の経営内容、従前支給されていた賞与の性格等の諸事情を考慮し、支給しないことが従前の労使関係に照らして合理性を有せず、支給しない状況を是認することにより労働者に対して経済的に著しい不利益を与える場合には、前提条件の存在を主張すること自体が信義則違反となり、無条件の賞与請求の申し入れと解するべきであり、同申し入れを組合が昇任した場合には合意が成立したものと同様に扱い、一時金請求権の発生を認めるべき」
過去３０年間支払ってきた実績、固定賃金たる性格を有している、日常生活への甚大な影響

＜石田＞法律時報76-2-137：支給しないことの不合理性と労働者への不利益性によって信義則違反を判断する手法は、妥当な結論を導き出そうとするものとして評価できる

＜中窪＞日本労働研究雑誌45-11(200　年)2頁：結論は妥当だが、論理的には無理した構成

＜小早川＞法政研究（九州大学）70-3(2000年)203頁：「具体的金額は各年度の協議で決定されているとしても、賞与支給自体についてはね３０年間の賞与支給の実績から、労働慣行の成立を認めることは全く不可能とはいえない」

＜菅野＞『労働法［第６版］』（弘文堂、2003年）218頁

＜村中＞日本労働研究雑誌520号（2003年）38頁：「毎年年末に、使用者は、別に就業規則に規定もないけれども、２か月分を払っており、それが１０年も続いた。それを、突然、使用者の気が変わって払わなくなった。そういうケースでは、労使慣行に基づいて払えということになると思います。」

＊慣行論については今後、検討する必要がある

＊これ以外に、労働協約の効力との関係での論点もある

６．関連裁判例の検討（＊この項は検討中であるので、内容は不正確であり流動的）
1)裁判例の分類

1.バックペイ算定（事例としては最多）

　①否定判決：使用者の査定が必要と判断

　②最低の査定を認める判決：最低限ここまでは認められると判断

　③中間（平均）査定

　④旧来の金額を踏襲：

＊数としては、否定が多いが、近年は、旧来の金額を踏襲する例が多いか

＊実際に査定を行っているか否かで左右される

2.支給日在籍要件

①有効とする判決・最高裁判決も

②無効とするのは少数

＊有効とした場合に、使用者の裁量を理由として、賞与請求は否定

3.就業規則の不利益変更

＊合理性なしとした場合には、旧来の賞与請求を認めることが多い

4.その他の類型

　労使間の賞与支給合意、労働協約による不利益変更、就業規則規程の違法性

2)検討

1.裁量の行使状況が重要

2.具体的賞与請求権についての裁判例の変動（？）

裁量行使をしていない場合でも、「判例理論」なるものによれば論理的には、使用者の決定が必要となるはずだが、近年では、旧来の賞与支給を認める例が増加している。

←賞与の性格の変動に対応か

戦後直後→高度成長期→現在

賃上げの代替、社会的に定着

７．学説の検討

1)「多数説」

＜野村晃＞「退職金と賞与」『労働法の争点［第３版］』（有斐閣、2004年）193頁以下
「抽象的な定めはあっても、具体的な支給額や率があらかじめ確定されていない場合に、賞与請求権は発生するか否かが問題となる。肯定説は、抽象的定めや慣行が存すれば、使用者としてはその時期に賞与額を確定して支払う義務を負う（西谷＝萬井編・前掲書178頁）とするが、多数説・判例は抽象的規程だけで具体的な賞与請求権を根拠づけることは困難としてこれを否定する（菅野・前掲書218頁、清風会光ケ丘病院事件、小暮釦製作所事件）。」

＊（西谷＝萬井・前掲書）とは、我々の出版している教科書、当該部分の執筆担当者は吉田教授。

　なお、引用部分の直前に「就業規則や労働協約などで賞与の支給額が明確に定められていない場合であっても、その他の支給条件が明確であれば、賃金としての法的保護を受ける。」となっている。

2)検討

＊前記・片岡論文

むすびに代えて：裁判闘争について

1)法的な争い方

1.賃金性は明確として、金額について争う

2.金額についての合意を争うのではなく、カットの合理性（理由、カット幅）について争う

　cf.旧宇治高等学校の立命館学園への統合の際に、ボーナスカットになった事例

2)留意点

1.一般論ではなく、立命館大学の状況との関係で主張する　esp.人事査定は行われていない

←一般論レベルでは、請求困難との認識が通常の認識

　　　cf.理事会側弁護士、組合側弁護士、研究者仲間

2.「判例理論」なるもの自体の批判も必要

3.カットの合理性がないことの主張内容を明確にする

3)組合と裁判

1.組合としての諸手段

2.個人が行わざるを得ない

　　組合としてバックアップ

4)社会的意義

　サービス業では、銀行員（済）→公務員（現在、攻撃中）→私学（開始）

　←組合運動として反撃できていない。むしろ、たとえばマスコミの「厚遇」宣伝に毒されている













＊誤解その3


ボーナスは賃金ではなく恩恵である（薬師寺副総長）
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